


































































































































































































































































































































































作目 面積 料金 契約期間 農機具・栽培指導




体験農園 農地所有者の作付計画に基づく 30 ～ 35㎡ 年間40,000円
3年
（1年ごとに更新）
・ 種や苗、肥料、農器具は農園家が準
備する
・栽培指導が受けられる
資料：筆者作成
80
東洋大学／福祉社会開発研究　11号（2019年3月）
にも効果的であるという結果も出ている。
また、農業・農作業自体はいろいろな種類の作業が
あり、利用者の個性にあった作業をみつけやすいとい
うメリットもある。さらに、農福連携がもとになり、6
次産業化が行われ、飲食店、喫茶店、販売店で地域住
民との交流が活発になっているところもある。
それらは利用者の支援のために農福連携を行ってき
た結果である。農福連携それ自体が目標になるのでは
なく、あくまでも利用者支援のツールの１つとして農
福連携を行うことが肝要である。
農福連携がいまやブームとも呼べるほど、その名も
実も浸透しているが、そのような時期であるからこそ、
福祉事業所の収益増加のための農福連携ではなく、農
業分野への就労を目指すことや、利用者の個別支援計
画の作成、利用者の社会参加、ソーシャル・インクルー
ジョンを目指した地域づくりといった、利用者支援の
ための農福連携であるということを肝に銘じなければ
ならないであろう。
注
１）本稿では、農福連携の「農」を事業としての「農業」と作
業としての「農作業」の両方を含めて論じることとする。
２）濱田健司（2016）19-28.
３）新井利昌（2017）58.
４）発信元としては、自然栽培を行っている障害者支援事業所
を主とする団体である「自然栽培パーティ」が開催する
セミナー、農林水産省や地方農政局が開催するシンポジ
ウムや公開研究会、日本農福連携協会（ノウフク）が開
催するセミナーなどがあげられる。
５）小野（2018）53-66.
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